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1．はじめに

　土地利用規制には，建ぺい率規制や容積率規

制，用途地域制などさまざまな規制があるが，

これらは都市や地域の環境を良好な状態に維持

することを目的として，民間部門の土地利用や

その開発行為を規制しようとするものである．

規制の変更によって住宅サービスの供給や家賃，

地代も影響を受けることが予想される．容積率

規制や建ぺい率規制が緩和されると，本当に住

宅サービスやオフィスの供給は増加するのであ

ろうか．そのとき家賃や地代はいかなる影響を

受けるのであろうか．

　規制の変更が資源配分や所得分配に及ぼす影

響等についての理論的な分析は，日本ではこれ

までほとんどなされてこなかった．他方，外国

ではゾーニング（Zoning）が都市の規模や地価

に対していかなる影響を及ぼすかについての理

論的，実証的研究はOhls　et　a1［1974］，Courant

［1976］，Grieson　and　White［1981］等数多く存

在するD．しかし，これらの研究は，用途規制

（Allowable　use　restriction）や最低敷地面積に

ついての規制（Large・10t　restriction）を中心に

分析しており，建ぺい率や建築基準の効果につ

いては考察していない．また，Moss［1977］は，

本稿のモデルと基本的に同じ2部門モデルを用

いて，用途地域制を前提とせずに容積率規制の

効果を分析している．しかし，通常，容積率規

制やその他の土地利用規制は特定の土地を対象

にしたものである．したがって，一定の用途地

域や「線引き」を前提として，規制の分析をす
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るのが現実的であるように思われる．

　本稿の目的は，用途地域制を前提にしたうえ

で，建ぺい率規制，建築基準，容積率規制等の

規制の緩和や用途地域制の線引き変更が，資源

配分や所得分配にいかなる影響を及ぼすかにつ

いて，一般均衡モデルを用いて検討することに

ある2）．これらの点を分析することによって，

地価や地代の上昇を抑制しつつ，オフィスビル

や住宅の供給を促進するためにはどのような規

制の緩和が有効であるかが明らかになる．

　以下では，まず第2節で基本的なモデルを説

明し，規制の緩和による代表的企業の主体的均

衡の変化について分析する．次いで，第3節で

は規制緩和による市場均衡の変化について分析

し，第4節では結論が要約される．

2．基本的モデルと主体的均衡の変化

2－1モデルの仮定と構造

　分析にはいる前に，ここでは，モデルの基本

的諸仮定を述べておこう．いま，この経済には

二つの部門（都市部門と郊外部門）が存在し，二

つの生産要素（土地と資本）を用いて，用途地域

制の下で都市部門では都市的住宅サービスやオ

フィスビル，郊外部門ではそれ’以外の財（例え

ば農産物）を生産するものと仮定する．都市部

の産業をσ産業，郊外の産業を5産業と呼ぶ

と，両産業はそれぞれ完全競争の下で土地ム

と資本κゴを投入して，生産物Qぎを生産してい

る．（ゴ＝σ，S）　ここで，（伽は床面積で測るも

のとする．σ産業による生産，すなわち都市的

住宅，オフィスビルの生産は資本集約的であり，

S産業は土地集約的であると仮定する．すな

わち，κσ伍σ〉κ5伍5と仮定する．なお，ここ

で，要素集約度の逆転は生じないものとする．



両産業の生産関数は
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α一”［幽・耐・L艦一x）（・）
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である．ここで，F性μLムσ，μκ1ζの，　FS［乙s，薦］

は1次同次関数である．（1）式の第2項は容積

率規制に違反した場合のペナルティーを意味し

ている．μL（0＜μL＜1）は建ぺい率の規制水準

であり，μL五σは実際の建築に投入される面積

である．μκ（0＜μκ＜1）は建築基準の程度を示

す指標である．建築基準とは，災害に対して安

全性を確保したり，周囲の環境条件を良好に保

つために建築物の構造や強度などについて必要

な最低の基準を定めたものである3｝．このため

建築基準が存在すると，存在しない場合と比べ

て，建築基準を満たすために余分な資本を投下

しなけれ’ばならない．資本飾を投下した場合，

このうちμκκσは純粋に建築物の生産に投下さ

れ，（1一μκ）κσは建築基準を充たすための施

設設置を目的として投下されると考えることが

できる．また，宅地開発に際して開発者が開発

地域の街路や上下水道を整備することを義務づ

けられ，る場合（宅地開発指導要綱）も，建築基準

の強化と考えることができる．

　このモデルの特徴は，容積率規制に違反した

場合，違反者は規制を超過した容積分に対して

一定割合（δ）のペナルティーを政府に支払わな

ければならないという点にある．容積率の規制

水準をXとすると，生産者が建設した建築物

の容積率はFσ／乙ひであるので，違反者が支払

わなければならないペナルティーの総額は，

δLσ（」Fσ仏rX）である．ただし，0≦δ＜1で

ある．δの増大は，一定の違反に対してペナル

ティーが増加することを意味する．あるいは，

違反者が政府当局の摘発を受けた場合，規制超

過分をペナルティーとして全額支払わなければ

ならないとすると，δを摘発される確率と考え

ることもできる．このときδの増加は，摘発の

強化による確率の上昇と考えることができる．

特に，δ＝0のときは，規制はまったく実効的で’

ない．他方，δ≒1は，容積率規制が厳格に遵守

されている場合に対応する．もし，容積率の規
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制水準が十分に高く，実際の容積率がそれを下

回る場合には，δ＝0であるものと仮定する．

　（1）を変形すると，

　ρσ＝（1一δ）」Fひ［μL1，σ，μκκσ］十δ乙ひX　　（3）

が得られる．

　用途地域制を前提にすると，用途地域の変更

がない限り，土地は都市部門と郊外の間では移

動できない．つまり，各部門の土地投入量は

Lσ，五5に固定されている．これに対して，資

本は両部門間を自由に移動できるものとする．

この点はたとえば，市街化区域と市街化調整区

域の「線引き」を想定すれば十分であろう．単

純化の仮定から，土地利用規制（容積率規制，建

ぺい率規制等）は都市部門の土地利用を対象と

しており，郊外の土地利用は規制の対象としな

いものとする．

　ここで，αLf＝」Lノ（議，α照＝瓦／Qご　（ゴ＝σ，　s）

と定義すると，生産要素市場の需給均衡条件は

それ・それ，

　　　　　　　五ひ＝＝αしひ（～ひ　　　　　　　　　　　　（4）

　　　　　L5＝1，一Lσ＝αLsQ5　　　　　　　　（5）

　　　　　　ακひQσ十ακs（）s＝1ぐ　　　　　　　　　（6）

となる．ただし，L，κは土地と資本の賦存量

であり，一定である．オフィスや住宅の家賃を

Pσ，農産物の価格を鳥，都市部の地代と郊外

の地代をそれぞれ物，γε，資本のレンタルプラ

イスをρとすると，利潤最大化条件及び完全競

争条件より，
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が成立する．ただし，房はFfを生産要素ノに

ついて偏微分したものである．［ゴ：σ，S，ノ：L，

κ］

　さらに，支出関数E［Pσ，飛，y］（γは効用水

準）を用いると，生産物市場の需給均衡条件と
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して以下の式が得られる．

Qσ＝Qσo＝ ∂EPol島γ
　　∂Pσ

∂EPσAγ
　　∂Ps

経　　済　　研　　究

Q、＝Q、o＝

（13）

（14）

単純化のために，各位に対する所得弾力性は1

に等しいものと仮定する．

2－2　規制の緩和と主体的均衡条件の変化

　次節で規制の緩和が資源配分や所得分配に対

していかなる影響を及ぼすかについて検討する．

そのための準備として，この節では，市場価格

を一定としたときに，諸規制の緩和が，都市部

門の企業の主体的均衡条件，特に土地一資本比

率にどのような影響を及ぼすかについて考察す

る．この分析によって規制の緩和が企業の技術

的条件に対していかなる意味をもっているかが

明らかになるであろう．

　用途地域の変更あるいは諸規制の緩和による，

単位生産量あたりの土地あるいは資本の投入比

率への影響を変化率で考え，それぞれ観σ，

δ熈で表す．これは，次のように2つの効果に

わけることができる．すなわち，生産要素価格

を一定とし，規制緩和によって技術的条件が変

化したときの土地あるいは資本投入比率の変化

率をそれ’それβ即，β即で表し，技術的条件が一

定で，価格のみが変化することによる土地ある

いは資本投入比率の変化率をそれぞれ∂Lσ，

∂κσで表す．すると，これらの変数の間には以

下のような関係がある．

δLσ＝’ ﾝLσ＋βLσ

δκσ＝∂κひ＋βκσ

（15）

（16）

　この節の目的は，生産要素価格を一定とした

とき，諸規制の緩和がσ産業の企業の土地一

資本比率に及ぼす直接的な効果について，すな

わち，・β甜，β即について考察することにある．

そこで，（7），（8）より得られる主体的均衡条件

を生産要素価格を一定として微分し，代替の弾

力性4）（σひ）の定義を用いると，

＋卜㌣幽

一昌砦砕勢・X・譲　　（・7）

が求められる．上式は，諸規制の緩和が土地一

資本比率に及ぼす効果を，変化率で表現したも

のである．上式を解釈すると以下のようになる．

建築基準の緩和が土地一資本比率に及ぼす効果

　建築基準の緩和は次の二つの効果をもってい

る．まず第一に，建築基準が緩和されると，要

求される付帯施設や構築物が減るので，実質的

な意味でレンタルプライスは下落すると解釈す

ることができる，ρ∠μκPσ＝（1一δ）1「kσとする

とわかるように，μκの上昇はρの下落と同一

の効果をもつ．第二に，建築基準の緩和は実質

的にビル建設に投入される資本量を増加させる

効果をもつ．（3）式から，μKの増加によって，

この産業に投入される実質的な資本が増加する

ことがわかる．

　いま述べた二つの効果を考慮すると，第1図の

ように（実質的にビル建設のために投入される）

資本の限界生産性を示す図を描くことができる．

　図のE。点は当初の主体的均衡点である．い

ま，建築基準が緩和されると，μκoはμκ1に上

昇する．これ’によって実質的なレンタルプライ

ス（ρ加κPのは低下し，主体的均衡点はE、ヘシ

フトする．他方，μκの上昇によって実質的な

第1図　建築基準緩和の効果
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資本投入量（μκκのはμKOκσ0からμκ1κσ0へ増

加する．もし，このとき図のようにE、点が

μκ1κ♂の垂直線よりも右に位置するならば，

資本κひに対する需要は（κびしκθo）だけ増加

する．つまり，σσが1よりも大きいならば，

μκの1％の上昇，すなわちρの1％の下落（厳

密には，7ひ∠ρの1％の上昇）がμκKσに対する

需要（厳密には，μκκσ11μL五σ）を1％以上増加さ

せるので，σ産業の資本に対する需要（厳密に

は，κσ／乙のは増加する．

　逆に，σσが1より小さいときには，第1図の

E、点はμκ1κσ0の垂直線の左に位置す・ること

になり，建築基準の緩和によって資本に対する

需要（厳密には，κσ拓のは減少する5）6）．

建ぺい率規制の緩和が土地一資本比率に及ぼす

効果

　建築基準の緩和と同様に，建ぺい率規制の緩

和は二つの効果をもっている．まず第一に，μし

の上昇によって実質地代（7σ！Pσ一δX）／μしが下

落する．これは，土地を一単位増加させるとき，

生産に投入される限界的な建築面積が以前より

も増加する結果生ずるものである．第二の効果

は，μしの上昇が既存の建築面積を増大させる

結果，生じるものである．いま述べた二つは

しσ依σに対しては相反する効果をもたらす．

　第2図は，縦軸に（1一δ）凡σ，横軸にμLLσ

を測ってある．いま，Eo点で均衡が成立して

いるとする．μム。からμL1へ建ぺい率が上昇す

ると，実質地代の下落によって新たな主体的均

衡はE、点にシフトする．このとき，既存の土

日2図　建ぺい率緩和の効果
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地面積のもとで建築面積はμL1五θoまで増加す

る．その結果，均衡点E、点がμLILσoの右に位．

毒するか左に位置するかによって，五σに対す

る需要が増加するか減少するかが決まる．よっ

て，建ぺい率の1％の変化は要素相対価格の

（70！Pσ一δx）／γσ！Pσ％の変化に対応する点を

考慮すれば，代替の弾力性砺が，γσ／Pσ／

（7詔P一δX）を上回ると，乙ひ依σは上昇し，

逆にその値を下回ると，Lσ依びは低下する．

ペナルティーの低下及び容積率規制の緩和が土

地一資本比率に及ぼす効果

　ペナルティーの低下は，σ産業の土地一資本

比率を低下させる．（7），（8）式からすぐわかる

ように，δの低下は土地と資本の限界代替率

（一砒ひ紐（σ）を上昇させる．これ’は，ペナルテ

ィーの低下によって，相対的に資本の限界生産

力の増加の方が土地の限界生産力の増加より大

きくなるからである．また，土地一資本比率の

低下は，Xが大きいほど大きくなる．

　他方，容積率規制の緩和は，σ産業の土地一

資本比率を上昇させる．容積率規制を緩和

（△X＞0）すると，五σに比例してペナルティー

が減少する．すなわち（7）式からわかるように，

土地の限界生産力は，δ△Xだけ増加する．こ

れに対して，Xが変化しても資本の限界生産

力はまったく変化しない．したがって，土地一

資本比率は上昇する．

3．諸規制の緩和及び用途地域制の変更

　　　　による市場均衡の変化

　この節では，用途地域の変更及び諸規制の緩

和が市場均衡にどのような影響を与え，その結

果として，資源配分及び都市部の地主と郊外の

地主の間の所得分配がどのように変化するかに

ついて分析する．とりわけ，都市部におけるビ

ルや住宅などの建築物の供給が規制の緩和によ

って増加するかどうかについて考察する．以下

では規制別に考察していこう．

建築基準の緩和

　建築基準の緩和が諸変数に及ぼす効果につい
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第3図　建築基準緩和の効果
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ては十分条件しか得られない．

　①砺≧1（このとき，σ産業のしひ依σは低下

する．）と②砺≦1（このとき，σ産業の乙σ底ひ

は上昇する．）のケースに分けて考えてみようη．

σu≧1かつσp≧1ならば，1（σ≧0，、醜≦0，

ρ一Ps≧0，デσ一Ps≦0，ア3－P5≦0，　Pσ一P5

≦0，（1σ≧0，Q5≦0　　　　　（18－1a）

σσ≧1　かつ　σD＜1　ならば，Pσ一、Ps≦0，

Qσ一（～s≧0，Qσ≧0，　Q5≧0　　　　　　　　（18－1b）

ただし，砺は需要の価格弾力性を意味してい

る．すなわち，

　　　　　　　　　　Qザ（25
　　　　　　σD＝一　＾　　＿
　　　　　　　　　　Po－Ps

である．

　この結果を図を用いて考えてみよう．

第3図では，0ひ点から横軸方向右へμκκσが，

05点から左へ1（3が測られており，0びOsは実

質的な総資本投入量（μκκσ＋、醜）に対応してい

る．〃Pκσ，〃P騰はそれぞれの産業の資本の

限界生産力である．すでに見たように，μκの

上昇は，限界生産力の増加（〃PKσ→〃PKσ’）

と実質資本量め増大（〃PKσ’→〃Pκσ”）という

二つの効果をもっている．μκの上昇による資

本量の増加にともなって，横軸の幅は（μκ1

一μκo）κひ。だけ拡大する．

　まず，砺≧1のケースについて考える．この

場合には，〃：Pκσ”は1匠PKびよりも右に位置す

る．このため，当初の均衡点E。はE、点にシフ

トする8）．このとき，Pσの下落は，〃IPKσ”を
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左ヘシフトさせるが，砺＞1ならば，Pひは少し

しか下落しないために，〃PKσ”は1匠PKθの右

側にとどまることになる．この結果，図のよう

に資本のレンタルプライスは上昇し，薦が減

少することから，都市部のオフィスの建築床面

積Qσと，そこで用いられる資本Kひは増加し，

オフィスの家賃が低下することがわかる．また，

家賃の低下は都市部の地代を低下させる．他方，

郊外では生産量は減少し，資本が減少するため

に地代も低下する．しかし，もし砺く1なら

ば，建築基準の緩和によって生じたオフィスの

生産増加が家賃の大幅な下落をもたらすことに

なる．これは，ル1PKσ”曲線をさらに下方にシ

フトさせる効果をもっている．その結果，新た

な均衡点はEoの左方に移る可能性がある．こ

れがん5の変化やρの変化を確定できなくして

しまう原因である．

　次にσσ＜1のケースについて考える．

σσ＜1，σo＜1ならばκσ〈0，＆＞0，ア5－P5

＞0，ρ一P5＜0，Qσ＞0，（～5＞0　（18－2a）

σσ＜1，σρ＞1　のときは不確定である．

　　　　　　　　　　　　　　　　（18－2b）

　これ’も第3図を使って考えてみよう．σσ〈1

のときには，〃PKσ”はル伊Kびの左方にシフト

する．そして，σ。＜1ならば，価格の下落は

ル歪：Pκひ”をさらに左ヘシフトさせる効果をもっ

ているために，κσは減少し，薦は増加する．

また，資本のレンタルプライスは低下する．

κσが減少しても，μκκσは増加するため，都市

部の生産量は増加するが，属の増加は，郊外の

生産量の増加につながる結果，相対的にオフィ

スの家賃が下落するかどうかは確定できない．

もし，砺＞1ならば，薦やQ3の変化も確定で

きなくなってしまうのは容易に理解できるであ

ろう．

　さて，現実にはどのようなことが起きると考

えられるであろうか．現在の日本の建築技術を

想定すると，砺の値は十分に大きなものと考

えることができよう．地代の上昇にともなって，

建築面積を節約して，その代わりに資本を投入

して建築物を高層化することは容易なことのよ

うに思われる．また，東京圏のように，オフィ
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スや都市的住宅に対する潜在的な需要の大きな

地域を考えると，砺の値も十分に大きなもの

と考えることができる．すると，（18－1a）のケ

ースが現実には妥当するように思われ，る．

　最近実施された建築基準の緩和策として，木

造建築による高層化がある．もし，（18－1a）の

ケースが成立するとすれば，この緩和策は都市

的住宅の供給を促進し，家賃を低下させるとと

もに，都市部や郊外の地代も低下させる効果を

もっている．

　ここでは，環境の変化や住民の地域間移動と

いった要因を考慮していないが，高層化によっ

て，社会的な混雑による環境の悪化が生じるな

らば，住民の流出が生じる結果，都市部の地代

は一層低下するかも知れない．しかし厳密な結

論は，このような要因を考慮した分析をまたな

ければならない．

建ぺい率規制の緩和

　すでに見たように，建ぺい率の緩和が主体的

均衡における土地一資本比率に及ぼす影響は，

代替の弾力性に依存して決まる．しかし，一般

均衡の変化は需要の価格弾力性にも依存する．

　　　　　　　　　　σσ嚢≡σρ　　　　　　　（19）

　　　　　　血
　　　　　　　Pσ

←⇒　0．嚢0，κ3蓬0，κσ葦0，ρ一Ps葦0，

　デs一、P5董0，ゐ一Ps蓬0，　Pσ一P5〈0，

　Qσ＞0

鍔一δx

　（19）式の左辺は，主体的均衡条件のところで

説明したように，建ぺい率を上昇させたときに

生じる建築面積の変化率（βL＋五σ）を示してい

る．他方，右辺は価格の変化が引き起こすオフ

ィス需要の変化率（（～のである．いま，両辺に

【（γσ！P一δx）／γσ！P司θ甜を乗じると，左辺は

（1一δ）μL旧びF評（βL十五σ）／Qσとなり，μしの1

％の上昇によって生じるオフィス供給量の増

加率を示していることがわかる．

　これに対して，右辺は（（｝σ／Pの［（ん／Pσ

一δx）／γ扉P司θ甜となり，μしの1％の上昇に

よる相対価格の変化を通じて生じるオフィス需
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要の増加率を示している．ここで，μしの1％

の変化は（7σ／Pσ一δX）／γσ／Pσ％の相対価格（地

代）の変化を意味する．また，要素相対価格（地

代）の1％の変化は生産物の価格を100θLσ％

だけ変化させることを考えれば，この点は容易

に理解されるであろう．もし，左辺の方が大き

ければ，オフィスの超過供給が生じることを意

味する．この過程で，資本は都市部門から郊外

に移動し，それにつれて郊外の地代は上昇し，

郊外の産業の生産量は増加する．

　しかし，容積率規制が厳格に守られている世

界（現実はたぶんこの世界に近いと思われる．）

すなわち，δ≒1のときには，γσμ）σ一δX＝（1

一δ）FLσ≒0より，いま述べたのとは逆の不等

号が成立する．すなわち，建ぺい率の上昇によ

ってオフィスや都市住宅に対する需要の増加率

が相対的に大きくなる結果，資本に対する需要

が都市部門で増大し，資本のレンタルプライス

が上昇する．郊外の産業から都市部門に資本は

移動し，郊外では地代が低下する．他方，都市

でも建ぺい率の上昇によって相対的に土地需要

が減る結果，地代は低下する．資本の移動にと

もなって，郊外の生産量は減少し，都市部のオ

フィスや都市住宅の生産が増加する．

　もし，現実がδ≒1のような世界であれば，

建ぺい率規制の緩和は地価や地代を上昇させる

ことなく，オフィスや都市住宅の供給を増加さ

せるために有効な施策である．また，この緩和

策は，都市部門における土地所有者だけでなく，

郊外の土地所有者にとっても不利益をもたらす．

これに対して，資本の所有者は利益を受けるこ

とになる．このように，建ぺい率規制の緩和は

土地所有者から資本の所有者へ向けての所得の

移転を意味している点に注意したい．

　さて，建ぺい率規制の緩和によってオフィス

の家賃はどのように変化するのであろうか．こ

れは一切の弾力性に依存せずに決定される．

μしの上昇は都市における土地供給量の増加と

同じ効果をもっているから，オフィスの生産は

どんな場合にも増加する．このために，オフィ

スの家賃（賃貸料）Pひ嶋は必ず低下する．

　なお，建ぺい率の上昇は環境に好ましくない
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影響を及ぼすと考えられる．例えば，この緩和

は，火災による延焼といった外部効果を発生さ

せる確率を高める．この外部効果による質の悪

化がオフィス需要に及ぼす影響を考慮すると，

都市部門の地代の低下は質の低下によって一層

大きなものとなるかも知れない．いずれにして

も，ここでの結論は環境に及ぼす影響を無視し

ているという意味で限定的なものである．この

ことは，以下で検討する，容積率規制の緩和な

どについても同様である．

ペナルティー低下の効果

　　　Qσ＞0，（lr　Qs＞0，　Pσ一Ps〈0（20）

　δが低下すると，郊外の生産と比較して，都

市部のオフィスや都市的住宅の供給が増加する

結果，家賃（凡で測った）が下落することは容

易に理解されるであろう．他の変数については，

一般に確定することはできないが，もしδ≒1

ならば，（7），（8）式からわかるように，大幅に

σ産業の限界代替率（一盗σ履乙σ）は低下する

ことから，δの低下によってKひは増加し，薦

は減少する．その結果，資本のレンタルプライ

スは上昇し，郊外の地代は低下する．このとき，

都市部においても土地需要が減少するために，

地代が低下することになる．

容積率の緩和の効果

　容積率緩和の効果は次のように確定する．

　κσ＜0，薦＞0，ρ一Ps〈0，デ5－P5＞0，

　Qo＞0，（1。＞0；Pσ一P5＜0，

　容積率を高めると，以前は公共部門に無償で

提供していたスペース（あるいはペナルティー）

が減る結果，都市部におけるオフィスの供給が

増加する．これにともない，（Rで測った）家

賃やオフィスの賃貸料は低下する．

　また，容積率規制の緩和は，土地の限界生産

性だけを高めるために資本集約度は低下する．

その結果，都市部門では資本の超過供給が生じ，

レンタルプライスの下落と資本の郊外への移動

が生じる．これによって，郊外では地代が上昇

し，生産量は増加する．一方，都市部の地代が

上昇するかどうかは．，財の価格弾力性（σρ）に依
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存する．砺＞1ならば，（）5が増加しても，Pσ

の低下は小さいために，土地に対する限界価値

生産物の低下は相対的に小さい．この結果，容

積率規制の緩和が土地の限界生産性を高める当

初の効果を上回ることはない．したがって，こ

の場合には（鳥で測った）都市部の地代は上昇

する．また，このとき都市部と郊外の地代格差

（7σ／z5）は拡大する．なぜなら，　Pσの低下が相

対的に小さいために，都市部門での資本に対す

る需要の減少も相対的に小さなものとなる結果，

都市部から郊外への資本移動の量も少なくなる．

そのため，郊外への資本流入による土地の限界

生産性の上昇は小さくなるからである．これに

対して，σρが非常に小さい場合には，逆のプロ

セスを通して，都市部の地代は下落し，両地域

の地代格差が縮小する点に注意したい9）’10）．

用途地域の変更の効果（線引きの見直し）

　Qσ＞0，（～5＜0，PrP5＜0，クrP5＜0

　用途地域を見直して，都市部門の地域を拡大

するとき，都市部門の土地供給量の増加から地

代が下落し，都市的住宅やオフィスビルの生産

が増加する．その結果，オフィスの賃貸料は下

落する．逆に，郊外では土地の供給量が減る結

果，生産量は減少する．

　その他の変数については，一般に確定しない

が，もし需要の価格弾力性が両産業の代替の弾

力性に比べて十分に大きければ，家賃の下落に

よってオフィスに対する需要が大きく増大する

結果，都市部門では資本に対する需要も増加す

る．これはレンタルプライスを高め，郊外の資

本を減少させる．郊外における資本の減少は土

地の限界生産性を低下させ，郊外の地代を下落

させる

　こ；での分析では，土地の供給量や資本の供

給量が一定であると仮定した．もちろん，時間

の経過によって貯蓄による資本蓄積が生じる結

果，資本の供給量も増加する．また土地の供給

量も宅地開発等によって増加すると考えるのが

自然である．このような問題を分析するために

は，貯蓄関数を導入した動学的モデルを組み立

てる必要がある．この点は，このモデルの重要
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な限界の一つであると考えられる．

　しかし，資本量増大の効果は第3図を用いて

部分的に答えることができる．資本量の増加は

ル1PKが曲線をMPκσ”曲線にシフトさせる結

果，資本のレンタルプライスを低下させる．ま

た両部門で資本量が増加する結果，土地の限界

生産力が増大し，両部門の地代は上昇する．両

産業の生産量はともに増加する．地代の上昇は

．Psを相対的に高める一方，レンタルプライス

の下落はPσを相対的に低下させるから，相対

価格Pσ／瓦は低下することになる．

4．結論

　本稿で得られた主要な結論を要約しておこう．

まず第一に，建ぺい率の緩和が都市住宅等の家

賃や供給量，また，地代に及ぼす影響は，代替

の弾力性や需要の価格弾力性に依存することが

明らかにされた．これらの条件を考慮すると，

現実には，建ぺい率規制の緩和は，地価や地代

を上昇させることなく都市住宅やオフィスの供

給を促進するために有効な政策であると判断さ

れる．

．第二に，建築基準の緩和が地代や都市住宅の

供給量に及ぼす影響も同様に代替の弾力性と需

要の価格弾力性に依存することが明らかにされ

た．現在の日本の建築技術の水準やオフィスに

対する潜在的需要の高さを考えると，建築基準

の緩和は都市住宅やオフィスの供給を促進し，

家賃を低下させる可能性が高い．また，これは

地代や地価を低下させる効果ももっている．

　いま述べた第一，第二の結論をあわせて考え

ると，自治体がディベロッパーに課している

「宅地開発指導要綱」は住宅供給を阻害するだ

けでなく，地代や地価を上昇させる原因となる

可能性が高い．なぜなら，宅地開発指導要綱は

建築基準と建ぺい率規制の強化の組み合わせに

等しいからである．ただし，この意味でこれら

の規制の緩和が即座に望ましいと判断すべきで

はない．なぜなら，規制の緩和によって，零細

な土地利用や粗悪な住宅供給が促進される結果，

環境の悪化が生じる可能性が高いからである．

　第三に，容積率規制の緩和の効果について分
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潤した．この結果，容積率を緩和すると，住睾

やオフィスの供給が増加し，その家賃は下落す

るが，地代が上昇するかどうかについては，建

ぺい率規制や建築基準の緩和の場合と同様に，

需要の価格弾力性や代替の弾力性に依存するこ

とが示され，た．一般には，容積率の引き上げが

必ず地代や地価を引き上げると理解されている

ように思われる．しかし，本稿の分析により，

法定容積率の引き上げが必ず地代あるいは地価

を上昇させるわけではなく，一般的な理解は必

ずしも正しくないことが明らかにされた．

　第四に，用途地域制の見直しについて検討し

た．予想され，たように，都市部門の土地面積の

拡大（市街化区域の拡張）は都市住宅やオフィス

の供給を促進し，家賃を低下させ，都市部門の

地価や地代に対して負の影響を及ぼすことが確

認された．市街化区域の増大は地価や地代に対

して負の影響を及ぼすが，容積率の増大は土地

の限界生産力を高める結果，地価や地代を上昇

させるという点に注意したい．

　最後に，いま述べた結論から，容積率ボーナ

ス制度（総合設計制度）と建築協定の効果につい

て考えてみよう．容積率ボーナス制度は建ぺい

率の減少と容積率の増加の組み合わせである．

一定のスペースを公共的な空間として提供する

ことによって，以前よりも大きな容積率を確保

できるので，都市部のオフィスの供給量は増加

し，家賃は下落することになる．地代や地価が

上昇するかどうかは，需要の価格弾力性や代替

の弾力性に依存して決まる．

　住民間の合意によって定められる建築協定は

建ぺい率や容積率を公的な規制水準よりも低く

設定することによって，コミュニティーの環境

を良好な水準に保とうとするものであるが，そ

の地域における住宅の供給量を独占的に制限す

るという効果ももっている．その結果，（帰属）

家賃を高め自らの資産価値を保全するという効

果ももっていることが，本稿の分析から明らか

になった．

　（論文受付日1991年11月12日・採用決定日

1992年2月12日，上智大学経済学部・国立環境研

究所環境経済研究室）
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　注
　1）　この他にも，シミュレーションによって高さ制

限の効果を分析したAmott　and　MacKinnon［1977］

や，規制が都市規模に及ぼす効果を分析したWhlte
［1975］などがある．

　2）　制度については，建設行政実務研究会編（1982）

を参照．

　3）例えば，防災上の観点から四階建以上の木造建

築は，現在日本では禁止されている．この他に，一定

の建築物におけるエレベーター，非常口；消火栓の設

置義務などがある．

　4）Fσは1次同次関数であり，凡σ，F〆は0次同
次関数であるから，限界代替率相対価格均等化条件よ
り，

　　　砺・篶…争〃一τ蜘
となる．

　5）　建築基準を考慮にいれた生産関数は，ソロー中

立的な技術進歩と同じ生産関数の構造（生産関数は，

r＝F［五，T（のK］であり，　Fは五とKに関して一

次同次である．T（のは’期の技術水準を表す．）をも

っている．したがって，建築基準の緩和が土地一資本

比率に及ぼす効果は，ソロー中立的な技術進歩が要素

投入比率に及ぼす効果と同じになる．

　6）　もちろん，ここで述べてきた効果は主体的均衡

の変化であり，市場均衡の変化ではない．建ぺい率の

変化によって実質的な相対価格の変化が生じ，最終的

に土地一資本比率がどのように変化するか（すなわち，

一般均衡の変化）は，第3節で検討する．

　7）以下では，鳥をニューメレールにして議論する．

　8）第1図と対応づけると，第3図のEo，　E2はそ
れぞれ第1図のE。，E、に対応する．

　9）Grieson　and　Whlte［1981］が正しく指摘したよ

うに，Moss［1977］が分析したlarge－lot　restrictionの

効果は実は容積率規制の効果である．したがって，そ

れを容積率規制の効果と読みかえると，容積率規制は

都市部の住宅サーヴィスの供給量を減少させる結果，

家賃を上昇させるという結論を導いている．モデルが

異なるので単純な比較はできないが，その結果は本稿

のそれと同じである．これとは逆に，Amott　and
MacKimon［1977］は高さ制限（実質的に容積率規制）

が地代を上昇させることをシミュレーシ目ンによって
導いている．彼らによれば，高さ制限によ6て容積を

制約される結果，住民は代替効果としてオープンスペ

ース（recreational　land）に対する需要を増加させる．

このため，地代は上昇する．本稿の分析は，このよう

なオープンスペースに対する需要を考慮していない．

これが彼らの結論と異なる原因である．容積率規制が

周辺の環境に及ぼす効果を分析することは，将来の課

題として残されている．

　10）　都市部の地代が上昇するか，下落するかの厳

密な条件は，σoだけでなく，働の大きさにも依存す

る．これは，土地の限界生産性の変化は流出入する資

本の量（砺に依存して決まる．）だけでなく，限界的な

資本投入量：の変化が土地の限界生産性を変化させる程・

度（すなわち，瓦κ”であり，これはσひに依存して決

まる．注4）参照．）によっても決定されるからである．
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